
省

令

改

正

後

改

正

前

（
登
録
の
申
請
）

（
登
録
の
申
請
）

第
三
条

（
略
）

第
三
条

（
略
）

２

法
第
四
条
第
一
項
第
三
号
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

２

法
第
四
条
第
一
項
第
三
号
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一
〜
三

（
略
）

一
〜
三

（
略
）

四

船
舶
の
管
理
に
係
る
役
務
の
提
供
を
受
け
る
場
合
は
、
当
該
役
務
を
提
供
す
る
者
の
氏
名
又
は
名
称
及
び

住
所
並
び
に
法
人
に
あ
つ
て
は
、
そ
の
代
表
者
の
氏
名

（
新
設
）

３
・
４

（
略
）

３
・
４

（
略
）

５

第
一
項
の
申
請
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
す
る
も
の
と
す
る
。

５

第
一
項
の
申
請
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
す
る
も
の
と
す
る
。

一

（
略
）

一

（
略
）

二

法
人
を
設
立
し
よ
う
と
す
る
者
に
あ
つ
て
は
、
次
の
書
類

二

法
人
を
設
立
し
よ
う
と
す
る
者
に
あ
つ
て
は
、
次
の
書
類

イ
・
ロ

（
略
）

イ
・
ロ

（
略
）

ハ

株
式
の
引
受
け
、
出
資
又
は
財
産
の
寄
附
の
状
況
及
び
見
込
み
を
記
載
し
た
書
類

ハ

設
立
し
よ
う
と
す
る
法
人
が
株
式
会
社
で
あ
る
場
合
は
、
株
式
の
引
受
け
又
は
出
資
の
状
況
及
び
見
込

み
を
記
載
し
た
書
類

三

個
人
に
あ
つ
て
は
、
次
の
書
類

三

個
人
に
あ
つ
て
は
、
次
の
書
類

イ

財
産
目
録

イ

資
産
目
録

ロ

（
略
）

ロ

（
略
）

四
・
五

（
略
）

四
・
五

（
略
）

（
財
産
的
基
礎
）

第
五
条
の
二

法
第
六
条
第
一
項
第
六
号
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
基
準
は
、
財
産
及
び
損
益
の
状
況
が
良
好

で
あ
る
こ
と
と
す
る
。

（
新
設
）

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報
〇
国
土
交
通
省
令
第
二
号

海
事
産
業
の
基
盤
強
化
の
た
め
の
海
上
運
送
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
三
年
法
律
第
四
十
三
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
並
び
に
内
航
海
運
業
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
百
五
十
一
号
）
第
三
条
第
二
項
、
第
四
条
第
一
項
第
三
号

及
び
第
二
項
、
第
六
条
第
一
項
第
六
号
及
び
第
七
号
、
第
七
条
第
一
項
た
だ
し
書
、
第
九
条
第
一
項
及
び
第
二
項
、
第
十
一
条
第
二
項
、
第
十
五
条
、
第
二
十
五
条
第
一
項
並
び
に
第
三
十
一
条
、
内
航
海
運
業
法
施
行
令
（
令
和
四
年
政
令
第

七
号
）
第
一
項
、
船
員
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
号
）
第
十
八
条
第
二
項
、
第
三
十
六
条
第
一
項
、
第
三
十
七
条
、
第
五
十
条
第
四
項
、
第
五
十
八
条
の
二
、
第
六
十
四
条
第
二
項
、
第
六
十
七
条
、
第
六
十
七
条
の
二
第
一
項
、
第
二
項

（
船
員
職
業
安
定
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
三
十
号
）
第
八
十
九
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
を
含
む
。）及
び
第
三
項
、
第
八
十
二
条
の
二
第
五
項
、
第
百
十
八
条
第
六
項
並
び
に
第
百
十
九
条
の
二
、
船
員
職

業
安
定
法
第
十
五
条
第
一
項
第
三
号
、
第
十
六
条
第
二
項
及
び
第
三
項
、
第
三
十
五
条
第
三
号
、
第
五
十
五
条
第
三
項
、
第
百
七
条
、
第
百
九
条
並
び
に
第
百
十
条
並
び
に
青
少
年
の
雇
用
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
五
年
法
律
第

九
十
八
号
）
第
三
十
三
条
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
同
法
第
十
一
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
並
び
に
内
航
海
運
業
法
及
び
船
員
法
を
実
施
す
る
た
め
、
海
事
産
業
の
基
盤
強
化
の
た
め
の
海
上
運
送
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の

施
行
に
伴
う
国
土
交
通
省
関
係
省
令
の
整
備
等
に
関
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
四
年
一
月
七
日

国
土
交
通
大
臣

斉
藤

鉄
夫

海
事
産
業
の
基
盤
強
化
の
た
め
の
海
上
運
送
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
国
土
交
通
省
関
係
省
令
の
整
備
等
に
関
す
る
省
令

（
内
航
海
運
業
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
一
条

内
航
海
運
業
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
七
年
運
輸
省
令
第
四
十
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に
対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重

傍
線
を
付
し
た
規
定
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
対
象
規
定
」
と
い
う
。）は
、
当
該
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
も
の
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
後
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の

は
、
こ
れ
を
削
り
、
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
前
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
加
え
る
。
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